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桶川市議会議員政治倫理条例（素案） 

 

桶川市議会の目指す市民に開かれた議会づくりは、市議会議員に対する

市民の信頼によって実現するものである。 

そのために、市議会議員は、自ら律する共通の政治倫理に基づき、公職

にある者として高い倫理観及び良識並びに市民を代表する誇りを持ってそ

の職責を担い、説明責任を果たしていくことが求められる。 

よって、ここに市議会議員と市民の信頼関係を築く基盤として、この条

例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、桶川市議会議員（以下「議員」という。）が、その

職務が市民の負託によるものであることに鑑み、市民全体の奉仕者であ

ることを認識し、その権限又は地位の影響力を不正に行使して自己又は

特定の者の利益を図ることのないよう議員倫理に関する基準を定めると

ともに、必要な措置を講ずることにより、もって公正で民主的な市政の

発展に寄与することを目的とする。 

（議員の責務） 

第２条 議員は、高い倫理的責務が課せられていることを自覚し、自らを

厳しく律するとともに、市民の代表として良心及び責任感を持って、議

員の品位を保持するよう努めなければならない。 

２ 議員は、政治倫理に反する事実があるとの疑惑を持たれた場合には、

その疑惑を解明し、責任を明らかにするよう努めなければならない。 

（市民の責務） 

第３条 市民は、主権者として自ら市政に参加し、公共の利益を実現する

責任を担うとともに、議員に対して、その地位による影響力を不正に行

使させるような働きかけを行ってはならない。 

（政治倫理基準） 
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第４条 議員は、桶川市議会（以下「議会」という。）及び議員の名誉及

び品位を重んじ、法令、条例その他の社会の規範のほか、次に掲げる議

員の政治倫理に関する基準（以下「政治倫理基準」という。）を遵守し

なければならない。 

(1) 市政への不信を招くことのないよう品位及び名誉を損なう一切の行

為並びに社会的信用を失墜させる行為を慎み、その職務に対して不正

の疑惑を持たれるおそれのある行為をしないこと。 

(2) その権限又は地位を利用していかなる金品も授受しないこと。 

(3) 人事（職員等の採用、昇任、降任及び転任並びに任命をいう。）の

公正を害する行為を行わないこと。 

(4) 職員等の公正な職務執行を妨げ、又はその職権を不正に行使するよ

う働きかけないこと。 

(5) 市、出資法人又は指定管理者が行う工事等の請負契約、委託契約若

しくは物品納入契約又は許可、認可その他の処分に関し、特定の者に

有利又は不利になるよう働きかけないこと。 

(6) 指定管理者の指定又は市が行う補助金の交付に関し、特定の者に有

利又は不利になるよう働きかけないこと。 

(7) 桶川市男女共同参画推進条例（平成１４年桶川市条例第１３号）、

桶川市手話言語条例（平成２８年桶川市条例第２４号）等の趣旨を踏

まえ、多様性の尊重に配慮した人権意識を持ち、不当な差別的取扱い

又は言動、暴力的若しくは性的な言動をはじめとした人権侵害行為を

行ってはならないこと又は第三者をして同様の行為をさせてはならな

いこと。 

２ 議員及びその後援団体は、公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）

及び政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）を遵守し、寄附等に

関する禁止事項について、市民、企業、団体等に理解を求めるよう努め

なければならない。 
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（市の契約に対する遵守事項） 

第５条 議員並びにその配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻

関係と同様の事情にある者を含む。）、当該議員の一親等内の血族及び

同居の親族（以下この項において「議員等」という。）が経営する企業

並びに議員が実質的に経営に関与する企業並びに事業を営む議員等は、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号。「以下「法」という。）第９２

条の２の規定の趣旨を尊重し、市が行う工事等の請負契約、業務委託契

約及び物品納入契約を辞退するよう努めなければならない。 

２ 前項の議員が実質的に経営に関与する企業とは、次に掲げるものをい

う。 

(1) 議員がその経営方針に関与している企業 

(2) 議員が資本金その他これに準ずるものの３分の１以上を出資してい

る企業 

（審査の請求） 

第６条 市民又は議員は、次に掲げる事由があると認めるときは、市民に

あっては公職選挙法第２２条第１項又は第３項の規定による選挙人名簿

の登録が行われた日において桶川市の選挙人名簿に登録されている者の

総数の５００分の１以上の署名をもって、議員にあっては議員の定数の

３分の１以上の署名をもって、議長に審査を請求することができる。 

(1) 議員が政治倫理基準に違反した疑いがあるとき。 

(2) 議員が市の契約に対する遵守事項に違反した疑いがあるとき。 

２ 前項の規定により審査を請求しようとする者は、同項各号に掲げる疑

いがあることを証する資料を添付した審査請求書を議長に提出しなけれ

ばならない。 

（選挙人名簿に登録されている者による場合の署名の審査） 

第７条 本市の選挙人名簿に登録されている者の署名による場合の代表者

は、その署名簿を議長を経由して桶川市選挙管理委員会（以下「選挙管
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理委員会」という。）に提出し、これに署名した者が本市の選挙人名簿

に登録された者であることの証明を求めなければならない。この場合に

おいて、選挙管理委員会は、署名簿の提出があった日から２０日以内に

その審査を行い、署名の効力を決定し、その旨を証明しなければならな

い。 

２ 選挙管理委員会は、前項の証明を終了した場合には、議長に対し、そ

の結果を送付し、署名簿を返付しなければならない。 

（議員による場合の署名の審査） 

第８条 議長は、議員の署名による場合の代表者から第６条の規定による

請求があったときは、その日から３日以内に署名簿の審査を行い、署名

の効力を決定しなければならない。 

（地方自治法の準用） 

第９条 法第７４条第７項から第９項までの規定は本市の選挙人名簿に登

録されている者の署名による場合について、それぞれ準用する。 

（審査会の設置） 

第１０条 議長は、第６条の規定による有効な審査の請求があったときは、

これを審査するため、桶川市議会議員政治倫理審査会（以下「審査会」

という。）を設置する。 

２ 審査会は、委員５人以内をもって組織する。 

３ 委員は、社会的信望があり、かつ、地方行政に関し高い識見を有する

者のうちから、議長が公正を期して委嘱し、又は指名する。 

４  当該審査の請求の対象とされた議員（以下「審査対象議員」とい

う。）並びに当該議員の配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚

姻関係と同様の事情にある者を含む。）、一親等内の血族及び同居の親

族並びに当該審査の請求に係る事案に利害関係のある者は委員になるこ

とはできない。 

５ 委員の任期は、当該審査の請求に係る事案について、第１３条第１項
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の規定による報告をするまでの期間とする。 

６ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた

後も、同様とする。 

７ 委員は、公平かつ適切にその職務を遂行しなければならない。 

（審査会の審査） 

第１１条 審査会は、当該審査の請求の内容について、政治倫理基準等に

関する規定に違反する行為の存否を審査するものとする。 

２ 前項の場合において、審査会は、審査対象議員に対する事情聴取その

他の必要な調査を行うことができる。 

３ 審査会は、審査対象議員に対し、弁明の機会を与えなければならない。 

４ 審査会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 

５ 審査会の会議は、公開とする。ただし、出席委員の過半数の同意によ

り非公開とすることができる。 

（審査結果の報告等） 

第１２条 審査会は、前条第１項の規定による審査を終了したときは、議

長に対し、その審査の結果を報告しなければならない。 

２ 審査会は、審査対象議員の名誉を回復することが必要であると認める

ときは、所要の措置を講ずるよう議長に求めることができる。 

（審査結果の通知及び公表） 

第１３条 議長は、前条第１項の規定による報告を受けたときは、第６条

第１項の規定により審査の請求をした者の代表者及び審査対象議員に対

し、速やかに前条第１項の審査の結果を通知するとともに、これを公表

するものとする。 

（意見書の提出及び公表） 

第１４条 審査対象議員は、前条の規定による通知を受けたときは、当該

通知の内容について、特別な事情がない限り通知日から起算して３０日

を経過する日までに、議長に対し意見書を提出することができる。 
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２ 議長は、前項の規定により意見書が提出されたときは、当該意見書を

公表するものとする。 

（措置及び公表） 

第１５条 審査対象議員は、自己に関する審査の結果において、自己の行

為が政治倫理基準等に関する規定に違反している旨の指摘がなされたと

きは、これを尊重して、第１条の目的を達成するために必要な措置を講

じなければならない。 

２ 議長は、審査対象議員が前項の措置を講じないときは、議会の名誉及

び品位を守り、並びに市民の信頼を回復するために必要な措置を講ずる

ものとする。 

３ 議長は、第１項又は前項の規定による措置が講じられたときは、その

内容を公表するものとする。 

（議長の代理） 

第１６条 議長が審査の対象となったときは、副議長がこの条例に規定す

る議長の職務（第１１条の規定による職務を除く。次項において同

じ。）を行う。 

２ 議長及び副議長が共に審査の対象となったときは、年長の議員がこの

条例に規定する議長の職務を行う。 

（委任） 

第１７条 この条例の施行に関し必要な事項は、議長が別に定める。 

  附 則 

この条例は、令和９年１月１日から施行する。 

 


